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四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月14日 

【四半期会計期間】 第105期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６

月30日) 

【会社名】 株式会社愛媛銀行 

【英訳名】 The Ehime Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 頭取  中 山  紘 治 郎 

【本店の所在の場所】 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 

【電話番号】 松山(089)933局1111番(大代表) 

【事務連絡者氏名】 企画広報部長  河 野 雅 人 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区岩本町３丁目２番４号 

株式会社愛媛銀行東京事務所 

【電話番号】 東京(03)3861局8151番 

【事務連絡者氏名】 東京事務所長  玉 井 英 俊 

【縦覧に供する場所】 株式会社愛媛銀行 高知支店 

  (高知市はりまや町１丁目４番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 (注) 高知支店は、金融商品取引法の規定による備付場所ではあり

ませんが、投資者の便宜のため備えるものであります。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

 
平成20年度 

第１四半期連結
累計(会計)期間

平成19年度 

 

(自平成20年
４月１日

至平成20年
６月30日)

(自平成19年
４月１日

至平成20年
３月31日)

経常収益 百万円 11,740 48,868

経常利益 百万円 55 4,877

四半期純利益 百万円 621 ―

当期純利益 百万円 ― 2,827

純資産額 百万円 78,247 76,778

総資産額 百万円 1,679,519 1,667,385

１株当たり純資産額 円 439.04 430.82

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 3.50 ―

１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― 15.93

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 
金額 

円 － ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額 

円 ― ―

自己資本比率 ％ 4.63 4.58

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 2,152 50,461

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △60,953 △8,316

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △534 △91

現金及び現金同等物 
の四半期末(期末)残高 

百万円 23,058 82,392

従業員数 人 1,641 1,522

(注) １ 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

２ １株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当た

り情報」に記載しております。 

   ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 
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２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容に

ついては、重要な変更はありません。当第１四半期連結会計期間において、新たに連結子会社２社を設

立いたしました。子会社２社は、人材派遣業務を主な事業とする「ひめぎんスタッフサポート株式会

社」及び、経営改善支援等を主な事業とする「えひめインベストメント株式会社」であり、いずれも当

行の100％子会社であります。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、新たに当行の関係会社となった会社は次のとおりであります。 

当行との関係内容 

名称 住所 

資本金又

は出資金 

(百万円) 

主要な事

業の内容

議決権の

所有割合

(％) 

役員の

兼任等

(人) 

資金 

援助 

営業

上の

取引 

設備

の賃

貸借 

業務 

提携 

ひめぎんスタッフ 

サポート株式会社 
松山市 30 

人材派遣

業務 他
100 

4 

(4) 
－ 

預金

取引 
－ － 

えひめインベスト 

メント株式会社 
松山市 30 

経営改善

支援業務

他 

100 
3 

(3) 
－ 

預金

取引 

建物一

部賃借 
－ 

(注) 「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の( )内は、当行の役員(内書き)であります。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成20年６月30日現在 

従業員数(人) 
1,641 

[  405 ]

(注) １.従業員数は、嘱託及び臨時従業員533人を含んでおりません。 

２.臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

 

(2) 当行の従業員数 

平成20年６月30日現在 

従業員数(人) 
1,528 

[  373 ]

(注) １.従業員数は、嘱託及び臨時従業員485人を含んでおりません。 

２.臨時従業員数は、［ ］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので

記載しておりません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ(当行及

び連結会社)が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業の生産活動は引き続き高水準にあるもの

の、円高や原油・原材料価格高騰などの影響を受けて、景気の先行きに対する不透明感が強まって

きました。 

愛媛県内の経済情勢につきましては、企業の生産活動は強弱を伴いながらも高水準にある反面、

収益や景況感にかげりがみられ、個人所得や消費活動も伸び悩み、足踏み感がみられる状況となり

ました。 

このような状況にあって当行グループは、地域に根ざした経営を実践するために、更なるリスク

管理の強化を図った結果、３ヶ月間累計の経常利益は55百万円（前年同期比24億69百万円減少）と

なり、四半期純利益は6億21百万円（同比8億36百万円減少）となりました。 

資金運用収益は95億75百万円と、ほぼ前年同期並みとなりました。また、信用コストは、大口与

信先である建設業者の民事再生手続開始の申立に伴い増加いたしました。 

また、総資産は1兆6,795億円(前連結会計年度末比121億円増加)、純資産782億円(同比14億円増加)

となりました。 

引き続き個人・中小企業中心に推進いたしました結果、預金等残高(譲渡性預金含む)は1兆5,363

億円と前連結会計年度末から186億円増加しました。貸出金残高は、住宅ローンが増加しましたが、

景気の先行きに対する不透明感から企業の資金需要が減少傾向となり、1兆2,806億円と同比245億円

減少いたしました。預り資産残高は、投資信託を中心に前連結会計年度末から59億円増加して1,227

億円となりました。 

今後も第12次中期経営計画の仕上げに向けて、「最初に相談される銀行」という愛媛銀行ブラン

ドの確立を目指し、お客様の利便性を重視した店舗展開を図るとともに、公共的使命と社会的責任

を果たすため、金融サービス事業を通じて「ふるさと」に根ざした企業活動を実践してまいります。  
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国内・国際業務部門別収支 

(業績説明) 

   預金金利上昇による資金調達費用の増加がありましたが、資金運用収支合計は７９億７３百万円

となり、役務取引等収支合計は投資信託の信託報酬、保険販売手数料等により４億５５百万円とな

りました。その他業務収支はリース取引収入により７億４６百万円となりました。 

 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
資金運用収支 

当第１四半期連結会計期間 7,448 524 － 7,973

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち資金運用収益 

当第１四半期連結会計期間 8,844 818 88 9,575

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち資金調達費用 

当第１四半期連結会計期間 1,396 294 88 1,602

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
役務取引等収支 

当第１四半期連結会計期間 432 22 － 455

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うち役務取引等 
 収益 当第１四半期連結会計期間 1,005 26 － 1,032

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うち役務取引等 
 費用 当第１四半期連結会計期間 573 3 － 577

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
特定取引収支 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち特定取引収益 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち特定取引費用 

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
その他業務収支 

当第１四半期連結会計期間 642 103 － 746

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うちその他業務 
 収益 当第１四半期連結会計期間 687 103 － 791

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うちその他業務 
 費用 当第１四半期連結会計期間 45 － － 45

(注) １ 「国内業務部門」は、当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行及び子会社の外貨建取引で

あります。 

ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 「相殺消去額」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

役務取引等収益は、為替業務にかかる受入手数料を中心に１０億３２百万円となりました。ま

た、役務取引等費用は、保証料を中心に５億７７百万円となりました。 
 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
役務取引等収益 

当第１四半期連結会計期間 1,005 26 － 1,032

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うち預金・貸出 
 業務 当第１四半期連結会計期間 287 － － 287

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち為替業務 

当第１四半期連結会計期間 297 25 － 322

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち証券関連業務 

当第１四半期連結会計期間 83 － － 83

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち代理業務 

当第１四半期連結会計期間 175 － － 175

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―  うち保護預り・ 
貸金庫業務 当第１四半期連結会計期間 42 － － 42

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち保証業務 

当第１四半期連結会計期間 20 1 － 21

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
役務取引等費用 

当第１四半期連結会計期間 573 3 － 577

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち為替業務 

当第１四半期連結会計期間 58 3 － 61

(注) 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引で
あります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

 

国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 
 

国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
預金合計 

当第１四半期連結会計期間 1,401,266 54,227 － 1,455,494

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち流動性預金 

当第１四半期連結会計期間 484,745 － － 484,745

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うち定期性預金 

当第１四半期連結会計期間 908,240 － － 908,240

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
 うちその他 

当第１四半期連結会計期間 8,281 54,227 － 62,509

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
譲渡性預金 

当第１四半期連結会計期間 80,838 － － 80,838

前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ― 
総合計 

当第１四半期連結会計期間 1,482,105 54,227 － 1,536,333

(注) １ 「国内業務部門」とは当行及び子会社の円建取引、「国際業務部門」とは当行及び子会社の外貨建取引
であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 

 

平成20年６月30日 
業種別 

貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

1,280,670 100.00

 製造業 129,242 10.09

 農業 4,260 0.33

 林業 38 0.00

 漁業 7,020 0.55

 鉱業 422 0.03

 建設業 71,186 5.56

 電気・ガス・熱供給・水道業 229 0.02

 情報通信業 5,632 0.44

 運輸業 138,075 10.78

 卸売・小売業 124,618 9.73

 金融・保険業 19,074 1.49

 不動産業 112,141 8.76

 各種サービス業 163,430 12.76

 地方公共団体 73,280 5.72

 その他 432,012 33.74

海外及び特別国際金融取引勘定分 － －

 政府等 － －

 金融機関 － －

 その他 － －

合計 1,280,670 ― 

(注) １ 「国内」とは、当行及び子会社で特別国際金融取引勘定分を除いたものであります。 

２ 当行には海外店及び海外に子会社を有する子会社はありません。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における「現金及び現金同等物」の期末残高は、期首より593億33百万

円減少しました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、譲渡性預金の増加等を主因に21億52百万円の収入と

なりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有価証券の取得により609億53百万円の支出となりま

した。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、配当金の支払により5億34百万円の支出となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の期末残高は230億58百万円となりました。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 【主要な設備の状況】 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

(2) 【設備の新設、除却等の計画】 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容 

普通株式 177,817,664 同左 

東京証券取引所 
（市場第１部） 
大阪証券取引所 
（市場第１部） 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当行におけ
る標準となる株式。 

計 177,817,664 同左 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項なし。 

 

(3) 【ライツプランの内容】 

    該当事項なし。 

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成20年４月１日 
 ～平成20年６月30日 

－ 177,817 － 19,078,883 － 13,213,941

 

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 
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(6) 【議決権の状況】 

    当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、平成20年６月30日現在の株主名簿が作成

されていないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名

簿による記載を行っています。 

① 【発行済株式】 

平成20年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － ―  

議決権制限株式(自己株式等) － ―  

議決権制限株式(その他) － －  

完全議決権株式(自己株式等) 
(自行保有株式) 

普通株式 422,000
― 

権利内容に何ら限定のない当行にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

175,876,000
175,876 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,519,664
― 同上 

発行済株式総数 177,817,664 ― ― 

総株主の議決権 ― 175,876 ― 

(注)１ 上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が２千株（議決権

２個）含まれております。また、「議決権の数(個)」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権

が２個含まれております。 

   ２ 単元未満株式には当行所有の自己株式707株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成20年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱愛媛銀行 

愛媛県松山市勝山町２丁
目１番地 

422,000 － 422,000 0.23

計 ― 422,000 － 422,000 0.23

 

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成20年 
４月 

 
５月 

 
６月 

最高(円) 403 393 384

最低(円) 353 352 352

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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３ 【役員の状況】 

(1) 新任役員 

 

  該当事項なし。 

 

(2) 退任役員 

 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 監査部長 安井 猛 平成20年６月30日 

 

(3) 役職の異動 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 取締役営業統括部長 島本  武 平成20年７月１日 

常務取締役 取締役人事教育部長 徳丸 謙一 平成20年７月１日 

取締役審査部長 
取締役本店営業部長兼 
県立中央病院出張所長 

原田 光雄 平成20年８月１日 

取締役本店営業部長兼 
県立中央病院出張所長 

取締役公務部長兼 
営業統括部担当部長 

福富  治 平成20年８月１日 
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第５ 【経理の状況】 

１ 当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、

資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に

準拠しております。 

 

２ 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)は、四半期連結財務諸

表の作成初年度であるため、前第１四半期連結累計期間との対比は行っておりません。 

 

３ 当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)の四半期連結財務諸表

は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受

けております。 

 



１ 【四半期連結財務諸表】 
(1) 【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 24,504 83,302

コールローン及び買入手形 52,398 23,275

買入金銭債権 338 347

商品有価証券 406 412

有価証券 ※3  265,936 ※3  203,625

貸出金 ※1  1,280,670 ※1  1,305,248

外国為替 1,566 827

その他資産 8,013 6,290

有形固定資産 ※2  39,346 ※2  39,318

無形固定資産 1,916 2,004

繰延税金資産 11,363 11,629

支払承諾見返 12,064 12,588

貸倒引当金 △19,007 △21,486

資産の部合計 1,679,519 1,667,385

負債の部   

預金 1,455,494 1,481,228

譲渡性預金 80,838 36,413

借用金 21,421 25,849

外国為替 113 15

社債 13,000 13,000

その他負債 11,340 14,321

役員賞与引当金 － 48

退職給付引当金 760 928

役員退職慰労引当金 415 389

利息返還損失引当金 58 58

再評価に係る繰延税金負債 5,765 5,765

支払承諾 12,064 12,588

負債の部合計 1,601,272 1,590,607

─ 13 ─



（単位：百万円）

当第1四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

資本金 19,078 19,078

資本剰余金 13,214 13,214

利益剰余金 35,353 35,262

自己株式 △176 △173

株主資本合計 67,469 67,381

その他有価証券評価差額金 3,415 2,047

土地再評価差額金 6,995 6,995

評価・換算差額等合計 10,411 9,043

少数株主持分 365 352

純資産の部合計 78,247 76,778

負債及び純資産の部合計 1,679,519 1,667,385

─ 14 ─



(2) 【四半期連結損益計算書】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

経常収益 11,740

資金運用収益 9,575

（うち貸出金利息） 8,396

（うち有価証券利息配当金） 880

役務取引等収益 1,032

その他業務収益 791

その他経常収益 340

経常費用 11,684

資金調達費用 1,602

（うち預金利息） 1,327

役務取引等費用 577

その他業務費用 45

営業経費 6,139

その他経常費用 ※1  3,319

経常利益 55

特別利益 11

特別損失 27

税金等調整前四半期純利益 39

法人税、住民税及び事業税 69

法人税等調整額 △660

少数株主利益 9

四半期純利益 621

─ 15 ─



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 39

減価償却費 837

貸倒引当金の増減（△） △2,479

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △48

退職給付引当金の増減額（△は減少） △167

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 26

資金運用収益 △9,575

資金調達費用 1,602

有価証券関係損益（△） 155

為替差損益（△は益） △1

固定資産処分損益（△は益） 27

商品有価証券の純増（△）減 6

貸出金の純増（△）減 24,578

預金の純増減（△） △25,733

譲渡性預金の純増減（△） 44,424

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△4,428

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △534

コールローン等の純増（△）減 △29,114

外国為替（資産）の純増（△）減 △739

外国為替（負債）の純増減（△） 97

資金運用による収入 9,534

資金調達による支出 △1,190

その他 △1,303

小計 6,012

法人税等の支払額 △3,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,152

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有価証券の取得による支出 △92,378

有価証券の売却による収入 1,148

有価証券の償還による収入 31,078

有形固定資産の取得による支出 △772

有形固定資産の売却による収入 53

無形固定資産の取得による支出 △82

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,953

─ 16 ─



（単位：百万円）

当第1四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △531

少数株主への配当金の支払額 △0

自己株式の取得による支出 △3

自己株式の売却による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △534

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △59,333

現金及び現金同等物の期首残高 82,392

現金及び現金同等物の四半期末残高 23,058

─ 17 ─
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 

 
当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更 

ひめぎんスタッフサポート株式会社他１社は

新規設立により、当第１四半期連結会計期間か

ら連結子会社としております。 

 (2) 変更後の連結子会社の数 

６社 

 

【簡便な会計処理】 

 

 
当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１ 減価償却費の算定方法 定率法を採用している有形固定資産について

は、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

２ 貸倒引当金の計上方法 「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び

「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につき

ましては、平成20年３月期の予想損失率を適用し

て計上しております。 

３ 繰延税金資産の回収可能性の判断 繰延税金資産の回収可能性の判断につきまして

は、一時差異の発生状況について前連結会計年度

末から大幅な変動がないと認められるため、同年

度末の検討において使用した将来の業績予測及び

タックス・プランニングの結果を適用しておりま

す。 

 

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 5,402百万円

延滞債権額 28,936百万円

３ヵ月以上延滞債権額 170百万円

貸出条件緩和債権額 15,623百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※１ 貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりで

あります。 

破綻先債権額 5,060百万円

延滞債権額 35,258百万円

３ヵ月以上延滞債権額 30百万円

貸出条件緩和債権額 12,866百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額で

あります。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  19,253百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  19,138百万円 

※３ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する

保証債務の額は5,225百万円であります。 

※３ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募

(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する

保証債務の額は5,085百万円であります。 

 



ファイル名:0105050_0068646502008.doc 更新日時:2008/08/14 18:22 印刷日時:08/08/14 18:46 

― 19 ― 

 (四半期連結損益計算書関係) 

 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

※１ その他経常費用には、貸出金償却1,156百万円、

貸倒引当金繰入額1,158百万円、株式等償却354百万

円を含んでおります。 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(単位：百万円)

平成20年６月30日現在 

現金預け金勘定 24,504

定期預け金  △   73

その他の預け金  △ 1,371

現金及び現金同等物 23,058
  

 

(株主資本等関係) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
(単位：千株) 

 当第１四半期連結会計期間末株式数 

発行済株式 

 普通株式 177,817

合計 177,817

自己株式 

 普通株式 430

合計 430

 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項なし。 

 

３ 配当に関する事項 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たりの
金額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 532 3.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 

 
銀行業務 

(百万円) 

リース業務

(百万円) 

その他の業

務(百万円)

計 

(百万円) 

消去 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

経常収益   

 (1)外部顧客に対する

経常収益 
10,784 679 276 11,740 － 11,740

 (2) セグメント間の 

内部経常収益 
143 150 328 622 （622） －

計 10,927 829 604 12,362 （622） 11,740

経常利益(△は経常損失) △148 28 106 △13 69  55

(注) １ 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

    ２ 各事業の主な内容は次のとおりであります。 

(1) 銀行業務・・・・銀行業 

(2) リース業務・・・リース業 

(3) その他の業務・・クレジットカード、コンピュータ業務運営・管理、人材派遣 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグ

メントの記載を省略しております。 

 

 

【国際業務経常収益】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 国際業務経常収益 949

Ⅱ 連結経常収益 11,740

Ⅲ 国際業務経常収益の連結経常収益に占める割合 
  (％) 

8.08

(注) １ 一般企業の海外売上高に代えて、国際業務経常収益を記載しております。 

２ 国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金

融取引勘定における諸取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く。）であります。 
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(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

※ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が

認められるものは、次のとおりであります。 

 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在) 

 

 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

国債 － － －

地方債 9,926 10,079 153

短期社債 － － －

社債 － － －

その他 － － －

合計 9,926 10,079 153

(注) 時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成20年６月30日現在) 

 

 取得原価(百万円) 
四半期連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
評価差額(百万円) 

株式 28,755 36,068 7,313

債券 207,503 206,402 △1,100

 国債 137,654 136,460 △1,194

 地方債 35,380 35,327 △53

 短期社債 － － －

 社債 34,468 34,615 146

その他 5,113 4,656 △457

合計 241,372 247,128 5,755

(注) １ 四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価によ

り計上したものであります。 

    ２ 四半期連結貸借対照表計上額は、株式については当第１四半期連結会計期間末前１ヶ月の市場価格の平

均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、当第１四半期連結会計期間末日における

市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。 

 

(金銭の信託関係) 

当第１四半期連結会計期間末 

該当事項なし。 

 

(ストック・オプション等関係) 

当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

   該当事項なし。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

 

  
当第１四半期連結会計期間末 

(平成20年６月30日) 
前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

１株当たり純資産額 円 439.04 430.82

 

２ １株当たり四半期純利益金額等 

 

  
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１株当たり四半期純利益 
金額 

円 3.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額 

円 －

(注) １ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 

 四半期純利益 百万円 621

 普通株主に帰属しない 
 金額 

百万円 －

 普通株式に係る 
 四半期純利益 

百万円 621

 普通株式の 
 期中平均株式数 

千株 177,391

２ なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりませ

ん。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

 

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 



独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１４日 

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 

 取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 橋  爪  輝  義 

   

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 植  村  文  雄 

   

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士 堀  川  紀  之 

   

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」

に掲げられている株式会社愛媛銀行の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで

の連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関

する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国

において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社愛媛銀行及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以  上 
 
 
※ １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

告書提出会社が別途保管している。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成20年８月14日 

【会社名】 株式会社愛媛銀行 

【英訳名】 The Ehime Bank, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 頭取  中 山  紘 治 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】  ― 

【本店の所在の場所】 愛媛県松山市勝山町２丁目１番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社愛媛銀行 高知支店 

  (高知市はりまや町１丁目４番５号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 (注) 高知支店は、金融商品取引法の規定による備付場所ではあり

ませんが、投資者の便宜のため備えるものであります。 
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当行頭取中山紘治郎は、当行の第105期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

 

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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